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「導水路はいらない！愛知の会」４周年記念企画・2013年度総会

２０１３．７/2７ 女性会館

長良川市民学習会 武藤 仁

「新水道ビジョン」と導水路事業



本年３月２９日厚生労働省は、「新水道ビジョン」を発表しました。

今から５０年後、１００年後の将来を見据え、
水道の理想像を明示するとともに、その理
想像を具現化するため、今後、当面の間に
取り組むべき事項、方策を、提示
（「新水道ビジョン」1ページ）

したもので、平成１６年の「水道ビジョン」の発表、平成２０年の改
定に次ぐものです。次ぐものです





その一つは、日本の総人口の減少です。

平成２２年１億２８０６万人を最大値として以後減少傾向に転じると
しています。

もう一つは、東日本大震災の経験で
す。
１９都道県２６４水道事業者が被災し、２５７万戸が断水する未曾

有の規模の被害に加え東京電力福島第一原子力発電所の事故に由来す
る放射能汚染の問題です

状況の大きな変化を踏まえ厚労省は水道ビジョン再改定
とせず「新水道ビジョン」として発表しました。





128,057
日本の将来推計人口

（平成24年1月推計）

国立社会保障・人口問題研究所



水需要はどうなる？
→ 現在よりも４割程度減少する！

• 日本の人口の推移は、少子化傾向から減少
の方向を辿り、２０６０年には８６００万人程度
と推計され、３割程度減るものと見込まれて
います。また、水需要動向も減少傾向と見込
まれ、２０６０年には現在よりも４割程度減少
すると推計されています。
（新水道ビジョン 11ページ）



水需要の激減にどうするのか？
→ 事業規模の縮小計画論の確立が必要！

• 今後、水道事業者は、施設の更新時に、当該
施設の余剰分を廃止して規模を縮小するの
か、あるいは一定の目的のために更新して保
有するのかという、難しい判断を迫られること
になり、事業規模を段階的に縮小する場合の
水道計画論の確立が必要といえます。

（新水道ビジョン19、20ページ）



方向転換できるのだろうか？
→ これまでの常識を排して新たな挑戦を！

• 将来の我が国の総人口が半数程度にまで減
少した時代に、水道が理想の姿をもって、地
域の利用者の信頼を得て水を供給し続ける
ためには、これまでの右肩上がりの常識を排
し、新たな事業環境に順応し適応すべく、関
係者が挑戦する意識・姿勢をもって取り組み
を進める必要があります。

（新水道ビジョン 22ページ）
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導水路計画が想定する給水区域
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清須市の平成の合併

清洲町
西枇杷島町

新川町
↓

（平成17年 ３町合併）

清須市
（平成18年名古屋市給水区域）

↓
（平成21年 春日町合併）

清須市（旧春日町の他）
清須市（旧春日町）

名古屋市水道の給水区域拡大

昭和9年 西枇杷島町に給水開始
昭和10年 新川町に給水開始

昭和25年 天白村大字八事に給水開始
昭和26年 大治村に給水開始
昭和 27年 南陽町に給水開始

昭和28年 甚目寺町に給水開始
昭和29年 富田町に給水開始

昭和32年 春日井市味美中新町、師勝村
同年 守山市大字瀬古に給水開始
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名古屋市議会経済水道委員会資料「徳山ダム事業について」 平成16年6月25日上下水道局 より

建設の負担は５０年後の世代まで続くは

2069年度



徳山ダム
（百万円）

年度 合計 治水 利水

H15 255 255 -

H16 1,233 1,233 -

H17 800 800 -

H18 718 718 -

H19 1,051 1,051 -

H20 2,697 683 2,014 

H21 2,243 123 2,120 

H22 2,222 123 2,099 

H23 2,202 123 2,079 

H24 2,095 - 2,095 

H25 2,097 - 2,097 

H26 2,098 - 2,098 

H27 2,099 - 2,099 

H28 2,101 - 2,101 

H29 2,102 - 2,102 

H30 2,104 - 2,104 

H31 2,105 - 2,105 

H32 2,107 - 2,107 

H33 2,108 - 2,108 

H34 2,110 - 2,110 

H35 2,111 - 2,111 

H36 2,113 - 2,113 

H37 2,115 - 2,115 

H38 2,116 - 2,116 愛知県負担額について

H39 2,118 - 2,118 

H40 2,120 - 2,120 注１：負担額は建設費と維持管理費

H41 2,122 - 2,122 注２：維持管理費のうちＨ２４は予算額、Ｈ２５以降はＨ２４予算額と同額とした。

H42 2,124 - 2,124 注３：Ｈ２４以降の負担額は変わる場合がある。
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ダム等の水資源開発施設においては、近年の少雨
化や降雨量の大幅な変動によって、渇水の影響を受
けるなど、利水の安定性の確保について一定の懸念
があることから、安定的な水源確保に関する取り組み
も進められています。
（Ｈ２５「新水道ビジョン」）

少雨傾向で
ダムの能力落ちている？

・・・・・・近年の少雨傾向等によって既存の水資源開発施設の実力が低下し、渇水が
頻発

・・・近年の少雨傾向等によって既存の水資源開発施
設の実力が低下し、渇水が頻発している水系において
は、水道事業者による水資源開発や渇水時用の予備
水源確保の努力が求められる。
（Ｈ１６「水道ビジョン」）

・・・近年の少雨傾向気候変動に伴う降雨量の変動等
によって既存の水資源開発施設の実力能力が低下
し、渇水が頻発している水系においては、水道事業者
等による水資源開発や水時用の予備水源確保の努力
が求められる。
（Ｈ２０「水道ビジョン」改定）





国が言っている ダムの「実力」

施設名 ２０年に２回目の確率の渇水 平成6年規模の大渇水

木曽川自流 100% 100%

牧尾ダム 70% 53%

岩屋ダム 44% 20%

阿木川ダム 57% 41%

長良川河口堰 75% 30%

味噌川ダム 84% 41%

徳山ダム 約７０％ 約5０％
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長良川河口堰検証第７回専門委員会資料（蔵治氏作成） Ｈ23.9/1より



水資源開発から水源の保全に
安全な水道
• 流域の工場や施設、農業用地などにおいて、化学物質の排

出や排水等の管理に十分な注意が払われ、水道水の取水
に影響のない水源管理が行われている。

• 取水はできる限り上流から取り入れられ、浄水処理の継続
的なモニタリングが行われるとともに、放射性物質の混入の
恐れに対しても、リスクを軽減する体制ができており、水源水
質の変動の影響を受けにくいシステムが構築されている。

• 水道の需要量の減少を受け、水源の統廃合が行われる場
合には、水質の良好な水源が優先的に選択され、取水・配
水系統の再編や配水管網の再構築とあいまって、水道シス
テムの改善が図られている。

（「新水道ビジョン」より）



徳山ダム取水塔から600m地点での水温

非洪水期(10/16～6/15)  ＷＬ401.0

洪水期 (6/16～10/15)  ＷＬ391.0



「放射性物質拡散シミュレーション結果について」 平成24年9月 岐阜県原子力防災室 編集・発行より



ご清聴ありがとうございました。


